
（案） 

地 方 自 治 法 施 行 令 第 1 6 7 条 の ２ 第 １ 項 第 ３ 号 の 規 定 に よ る 

「生活困窮者の自立の促進に資すること」の認定に係る事務取扱要綱  

 

（目的） 

第１条 この要綱は、大阪府の「地方自治法施行令第 167 条の２第１項第３号の

規定による生活困窮者の自立の促進に資することの認定基準（以下「認定基準」

という。）」に基づき、認定生活困窮者就労訓練事業を行う施設（以下「施設」

という。）の認定事務の取扱いについて定めるものとする。 

 

（認定の申請） 

第２条 認定を受けようとする施設は、認定申請書（様式第１号）に、誓約書（様

式第２号）及び必要な書類を添えて知事に提出しなければならない。  

 

（認定の決定） 

第３条 知事は、認定基準に基づき、認定施設として認定をしたときは認定通知

書（様式第３号）により、認定しないこととしたときは非該当通知書（様式第

４号）により、速やかに当該申請者に通知するものとする。  

 

（実態調査） 

第４条 知事は、認定基準に該当することを確認するために必要と認めたときは、

当該施設を訪問し、現場の確認及び聞き取り等の実態調査を行うことができる

ものとする。 

 

（認定施設の公表） 

第５条 知事は、第３条の認定を受けた施設について、名簿を作成し公表するも

のとする。 

 

（認定事項の変更） 

第６条 認定を受けた施設は、認定事項に変更が生じたときは、速やかに変更  

 届（様式第５号）により、知事に届け出なければならない。  

 

（認定の辞退） 

第７条 認定を受けた施設が、認定を辞退するときは、辞退届（様式第６号） 

 により、知事に届け出なければならない。  

 

（認定の取消し） 

第８条 知事は、認定施設としての認定を受けた後に、次のいずれかに該当する

と判断したときは、認定を取り消すことができる。 

（１）認定基準１（１）に規定する生活困窮者就労訓練事業の認定を辞退した

とき又は取り消されたとき。 

参考１  



                     

（２）営業を廃止又は休止したとき。 

（３）申請内容又は添付資料の記載事項を故意に偽ったことが判明したとき。 

（４）契約の履行にあたり、不誠実又は不正な行為があったとき。 

（５）他の認定施設が契約を締結すること又は契約を履行することを妨げた  

  とき。 

（６）営業を行うにつき、法令等の規定により官公署の免許、許可又は認可  

  等必要とする資格を有しなくなったとき。 

（７）正当な理由なく、契約を履行しなかったとき。  

（８）その他、認定にふさわしくないと知事が認めるとき。 

２ 知事は、前項の規定に基づき、認定を取り消すこととしたときは、速やかに

認定取消通知書（様式第７号）により、当該認定施設に通知するとともに、 

その旨を公表するものとする。 

 

（報 告） 

第９条 認定施設は、知事から報告の求めがあったときは、速やかに報告をし  

 なければならない。 

  また、大阪府入札参加停止要綱に基づく入札参加停止措置を受けた場合も  

 同様とする。 

 

（事 務） 

第 10 条 この要綱に関する事務は、大阪府福祉部地域福祉推進室地域福祉課に 

 おいて実施する。 

 

（その他）  

第 11 条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は別に定める。  

 

附則 

この基準は、令和５年  月  日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



                     
様式第１号（第２条関係） 

 

生活困窮者の自立の促進に資することの認定申請書 

 

   年  月  日 

 

大 阪 府 知 事  様 

 

                   所 在 地 

                   名   称 

                   代表者氏名                 

 

 地方自治法施行令第 167 条の２第１項第３号の規定による「生活困窮者の自立の促進に資する

こと」の認定に係る事務取扱要綱第２条の規定に基づき、次のとおり申請します。 

（フリガナ） 

事 業 所 名 

 

 

担当者 

部  署 

職・氏名 

 

電話・ＦＡＸ 

・e-mail 

電  話： 

Ｆ Ａ Ｘ： 

e - m a i l： 

事業者 

概 要 

大阪府物品・ 

委託役務関係 

競争入札参加 

資格業者番号 

 

営業種目 
 

登録物品

又は役務 

物品・役務 

の内容 

 

＜添付資料＞ 

１ 定款、寄附行為等法人の概要がわかるもの 

２ 事業所概要（例：パンフレット等） 

３ 登録物品・役務の概要（例：パンフレット、写真等） 

４ 生活困窮者就労訓練事業認定通知書の写 

５ その他知事が必要と認める資料 

  （例：大阪府物品・委託役務関係競争入札参加資格者名簿登録通知 等） 

 



                     
様式第２号（第２条関係） 

 

誓  約  書 

 

   年  月  日 

 

  大 阪 府 知 事  様 

 

                所 在 地 

                名   称 

                代表者氏名                 

 

 

    年  月  日付で行った地方自治法施行令第 167 条の２第１項第３号の規定

による「生活困窮者の自立の促進に資すること」の認定に係る事務取扱要綱第２条の規

定に基づく申請について、下記のとおり誓約します。 

 

 

記 

 

 

１ 提出する書類について事実と相違ないこと。 

 

２ 地方自治法施行令第 167 条の２第１項第３号の規定による「生活困窮者の自立の促

進に資すること」の認定基準（以下「認定基準」という。）１（２）のとおり、生活困

窮者就労訓練事業の実施事業所として、生活困窮者の就労機会の確保等の活動、事業

を実践していること。 

 

３ 認定基準１（３）のとおり、就労訓練事業の実施に際し、府内に生活の本拠を有す

る生活困窮者を受け入れること。 

 

４ 認定基準１（４）のとおり、生活困窮者就労訓練事業の実施事業所として、適切な

業務遂行能力を有すること。 

 

５ 認定基準１（５）から（９）までのいずれにも該当していること。 

 

 

 

 

 

 

 

 



                     
様式第３号（第３条関係） 

 

 

 

   年  月  日 

 

 

 

 

 （認定事業所 名称・代表者） 様 

 

 

                            大 阪 府 知 事 

 

 

 

生活困窮者の自立の促進に資することの認定通知書 

 

 

 

    年  月  日付の認定申請については、地方自治法施行令第 167 条の２第１

項第３号の規定による「生活困窮者の自立の促進に資すること」の認定基準１に基づき

次のとおり認定いたしましたので、地方自治法施行令第 167 条の２第１項第３号の規定

による「生活困窮者の自立の促進に資すること」の認定に係る事務取扱要綱第３条の規

定により通知します。 

 

 

 

    １ 認 定 年 月 日  

 

 

    ２ 認 定 番 号 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



                     
様式第４号（第３条関係） 

   年  月  日 

 

 

 （認定事業所 名称・代表者） 様 

 

 

                           大 阪 府 知 事 

 

 

生活困窮者の自立の促進に資することの非該当通知書 

 

 

    年  月  日付の認定申請については、次の理由により認定しないこととし

たので、地方自治法施行令第 167 条の２第１項第３号の規定による「生活困窮者の自立

の促進に資すること」の認定に係る事務取扱要綱第３条の規定により通知します。 

 

 

 

１ 認定非該当理由 

 地方自治法施行令第 167 条の２第１項第３号の規定による「生活困窮者の自立の促進

に資すること」の認定基準１  の規定に該当しないため。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



                     
様式第５号（第６条関係） 

 

生活困窮者の自立の促進に資することの認定事項変更等届出 

 

   年  月  日 

 

  大 阪 府 知 事  様 

 

                所 在 地 

                名   称 

                代表者氏名                  

 

 

     年  月  日付認定番号第    号で認定を受けた生活困窮者の自立の

促進に資することの認定について、次のとおり変更等が生じましたので、地方自治法施

行令第 167 条の２第１項第３号の規定による「生活困窮者の自立の促進に資すること」

の認定に係る事務取扱要綱第６条の規定により届け出ます。 

 

 

変更等年月日 

 

変更等の内容 

 

変更等の理由 

 

 

 

 

 

 

 



                     
様式第６号（第７条関係） 

 

生活困窮者の自立の促進に資することの認定辞退届 

 

   年  月  日 

 

  大 阪 府 知 事  様 

 

                所 在 地 

                名   称 

                代表者氏名                  

 

 

     年  月  日付認定番号第    号で認定を受けた、生活困窮者の自立

の促進に資することの認定について、次のとおり認定を辞退しますので、地方自治法施

行令第 167 条の２第１項第３号の規定による「生活困窮者の自立の促進に資すること」

の認定に係る事務取扱要綱第７条の規定により届け出ます。 

 

 

 

辞退年月日 

 

辞退理由 

 

 

 

 

 

 

 



                     
様式第７号（第８条関係） 

   年  月  日 

 

 

 （認定事業所 名称・代表者） 様 

 

 

                              大 阪 府 知 事 

 

 

生活困窮者の自立の促進に資することの認定取消通知書 

 

 

 生活困窮者の自立の促進に資することの認定について、次の理由により認定を取り消

しすることとしたので、地方自治法施行令第 167 条の２第１項第３号の規定による「生

活困窮者の自立の促進に資すること」の認定に係る事務取扱要綱第８条第２項の規定に

より通知します。 

 

 

 

１ 認定取消理由 

 

 地方自治法施行令第 167 条の２第１項第３号の規定による「生活困窮者の自立の促進

に資すること」の認定に係る事務取扱要綱第８条第１項第    号の規定による。 

 

 

 

 

≪参考≫ 

 第８条 知事は、認定施設としての認定を受けた後に、次のいずれかに該当すると判断したときは、 

  認定を取り消すことができる。 

  （１）認定基準１（１）に規定する生活困窮者就労訓練事業の認定を辞退したとき又は取り消さ 

れたとき。 

  （２）営業を廃止又は休止したとき。 

  （３）申請内容又は添付資料の記載事項を故意に偽ったことが判明したとき。 

  （４）契約の履行にあたり、不誠実又は不正な行為があったとき。 

  （５）他の認定施設が契約を締結すること又は契約を履行することを妨げたとき。 

  （６）営業を行うにつき、法令等の規定により官公署の免許、許可又は認可等必要とする資格を 

     有しなくなったとき。 

  （７）正当な理由なく、契約を履行しなかったとき。 

  （８）その他、認定にふさわしくないと知事が認めるとき。 


